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(３) 調剤、医薬品情報管理、薬剤管理指導、在宅患者訪問薬剤管理指導又は病棟薬剤業務のい

ずれに従事しているかを（兼務の場合はその旨を）備考欄に記載する。

(４) 調剤所及び医薬品情報管理室の配置図及び平面図を提出すること。

第 26 の４ データ提出加算

１ データ提出加算１及び２の施設基準

(１) 区分番号「Ａ２０７」診療録管理体制加算に係る届出を行っている保険医療機関であるこ

と。

ただし、次のアからウの保険医療機関にあっては、区分番号「Ａ２０７」の診療録管理体

制加算１又は２の施設基準を満たしていれば足りること。

ア 回復期リハビリテーション病棟入院料のみの届出を行う保険医療機関

イ 地域包括ケア病棟入院料のみの届出を行う保険医療機関

ウ 回復期リハビリテーション病棟入院料及び地域包括ケア病棟入院料のみの届出を行う

保険医療機関

(２) 厚生労働省が毎年実施する「ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査（特別調査を含む。）」

（以下「ＤＰＣ調査」という。）に適切に参加できる体制を有すること。また、厚生労働省

保険局医療課及びＤＰＣ調査事務局と常時電子メール及び電話での連絡可能な担当者を必ず

２名指定すること。

(３) ＤＰＣ調査に適切に参加し、ＤＰＣ調査に準拠したデータを提出すること。なお、データ

提出加算１にあっては、入院患者に係るデータを、データ提出加算２にあっては、入院患者

に係るデータに加え、外来患者に係るデータを提出すること。

(４) 「適切なコーディングに関する委員会」（以下「コーディング委員会」という。）を設

置し、年２回以上当該委員会を開催すること。

コーディング委員会とは、標準的な診断及び治療方法について院内で周知を徹底し、適切

なコーディング（適切な国際疾病分類に基づく適切な疾病分類等の決定をいう。）を行う体

制を確保することを目的として設置するものとし、コーディングに関する責任者の他に少な

くとも診療部門に所属する医師、薬剤部門に所属する薬剤師及び診療録情報を管理する部門

又は診療報酬の請求事務を統括する部門に所属する診療記録管理者を構成員とする委員会の

ことをいう。

なお、病院内の他の委員会において、目的及び構成員等がコーディング委員会の要件を満

たしている場合には、当該委員会をコーディング委員会と見なすことができる。ただし、当

該委員会の設置規定等に適切なコーディングに関する事項を明記し、適切なコーディングに

関するテーマについて、年２回以上、委員会を開催しなければならない。

２ データ提出に関する事項

(１) データの提出を希望する保険医療機関（ＤＰＣ対象病院又はＤＰＣ準備病院である病院を

除く）は、平成 30 年５月 21 日、８月 20 日、11 月 20 日、平成 31 年２月 20 日、５月 20 日、

８月 20 日、11 月 20 日又は平成 32 年２月 20 日までに別添７の様式 40 の５について、地方

厚生（支）局医療課長を経由して、厚生労働省保険局医療課長へ届出すること。

(２) (１)の届出を行った保険医療機関は、当該届出の期限となっている月の翌月から起算して
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２月分のデータ（例として、平成 30 年７月に届出を行った場合は、平成 30 年８月 20 日の

期限に合わせた届出となるため、試行データは平成 30 年９月及び 10 月の２月となる。）

（以下「試行データ」という。）を厚生労働省が提供するチェックプログラムにより作成し、

ＤＰＣ導入の影響評価に係る調査実施説明資料（以下「調査実施説明資料」という。）に定

められた方法に従って厚生労働省保険局医療課が別途通知する期日までに厚生労働省がＤＰ

Ｃ調査の一部事務を委託するＤＰＣ調査事務局（以下「ＤＰＣ調査事務局」という。）へ提

出すること。

(３) 試行データが適切に提出されていた場合は、データ提出の実績が認められた保険医療機関

として、厚生労働省保険局医療課より事務連絡（以下「データ提出事務連絡」という。）を

１の（２）の担当者宛てに電子メールにて発出する。

なお、当該連絡のあった保険医療機関においては、この連絡以後、データ提出加算の届出

を行うことが可能となる。

３ 提出データ評価加算に関する事項

(１) データ提出加算２の届出を行っていること。

（２） 診療内容に関する質の高いデータが継続的かつ適切に提出されているものとして、次のい

ずれにも該当する場合であること。

ア 当該加算を算定する月の前６か月間に１度もデータ提出の遅延等がないこと。

イ 当該加算を算定する月の前月以前に提出した直近３か月分のデータ及び提出データと同

じ期間における医科の全ての診療報酬明細書（ＤＰＣ対象病院においては、入院、入院外

及びＤＰＣを、ＤＰＣ対象病院以外の病院においては、入院及び入院外）（以下、この項

において、「医科の全ての診療報酬明細書」という。）の未コード化傷病名の割合が全て

の月で１割未満であること。

（３）（２）のデータ提出の遅延等とは、調査実施説明資料に定められた期日までに、当該医療

機関のデータについて、ＤＰＣ調査事務局宛てに提出されていない場合（提出時刻が確認で

きない手段等、調査実施説明資料にて定められた方法以外で提出された場合を含む。）、提

出されたデータが調査実施説明資料に定められた提出すべきデータと異なる内容であった場

合（データが格納されていない空の媒体が提出された場合を含む。）をいう。（以下、第 2

6 の４において、同じ。）

（４） 未コード化傷病名の割合が１割未満とは、次のいずれにも該当する場合をいう。

ア 調査実施説明資料に定められた様式１へ入力されたレセプト電算処理用の傷病名コード

の総数に対する未コード化傷病名のコード（レセプト電算処理用の傷病名コード：000099

9）の割合が１割未満

イ 調査実施説明資料において定められた外来ＥＦファイルへ入力された傷病名コードの総

数に対する未コード化傷病名のコード（レセプト電算処理用の傷病名コード：0000999）

の割合が１割未満

ウ 医科の全ての診療報酬明細書に記載された傷病名コードの総数に対する未コード化傷病

名のコード（レセプト電算処理用の傷病名コード：0000999）の割が１割未満

（５） (４)については、(４)のア及びウの基準を満たしていれば、平成 31 年３月分のデータま

での期間に限り、当該基準を満たしているものと見なす。
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４ 届出に関する事項

(１) データ提出加算の施設基準に係る届出は別添７の様式 40 の７を用いること。

(２) 入院患者に係るデータを提出する場合はデータ提出加算１、入院患者に係るデータに加え、

外来患者に係るデータを提出する場合はデータ提出加算２を届け出ること。なお、データ提

出加算１の届出を行っている保険医療機関が、新たに外来患者に係るデータを提出するもの

としてデータ提出加算２の届出を行うことは可能である。ただし、データ提出加算２の届出

を行っている保険医療機関が外来患者に係るデータを提出しないものとして、データ提出加

算１へ届出を変更することはできない。

(３) 各調査年度において、累積して３回のデータ提出の遅延等が認められた場合は、適切なデ

ータ提出が継続的に行われていないことから、３回目の遅延等が認められた日の属する月に

速やかに変更の届出を行うこととし、当該変更の届出を行った日の属する月の翌月からは算

定できないこと。

(４) データ提出を取りやめる場合、１の基準を満たさなくなった場合及び(３)に該当した場合

については、別添７の様式 40 の８を用い、その理由等を届出すること。なお、当該届出内

容は必要に応じて中央社会保険医療協議会へ報告されるものであること。

(５) (４)の届出を行い、その後に再度データ提出を行う場合にあっては、２の手続きより開始

することとする。

(６) データ提出加算１のロ又は２のロの規定については、平成 30 年３月 31 日においてこれら

の規定に基づく届出を行っている保険医療機関（許可病床数が 200 床以上の病院に限る。）

については、平成 31 年３月 31 日までの間に限り、なお従前の例により、算定することがで

きることとされているため、その間において、変更の届出は不要であるが、平成 31 年４月

１日以降も、引き続き、許可病床数が 200 床以上である場合には、変更の届出が必要である。

第 26 の５ 入退院支援加算

１ 入退院支援加算１に関する施設基準

(１) 当該保険医療機関内に、入退院支援及び地域連携業務を担う部門（以下第 26 の５におい

て「入退院支援部門」という。）が設置されていること。

(２) 当該入退院支援部門に、入退院支援及び地域連携業務に関する十分な経験を有する専従の

看護師又は専従の社会福祉士が１名以上配置されていること。更に、専従の看護師が配置さ

れている場合には入退院支援及び地域連携業務に関する経験を有する専任の社会福祉士が、

専従の社会福祉士が配置されている場合には入退院支援及び地域連携業務に関する経験を有

する専任の看護師が配置されていること。（ただし、区分番号「Ａ307」小児入院医療管理

料（精神病棟に限る。）又は区分番号「Ａ309」特殊疾患病棟入院料（精神病棟に限る。）

を算定する病棟の患者に対して当該加算を算定する入退院支援を行う場合には、社会福祉士

に代えて精神保健福祉士の配置であっても差し支えない。以下、第 26 の５において同

じ。）

(３) 入退院支援及び地域連携業務に専従する看護師又は社会福祉士が、当該加算の算定対象と

なっている各病棟に専任で配置されていること。当該専任の看護師又は社会福祉士が配置さ

れる病棟は１人につき２病棟、計 120 床までに限る。なお、20 床未満の病棟及び治療室に


